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会社概要（2006年9月期：連結）

7760 （ジャスダック証券取引所）:証 券 コ ー ド

464百万円:資 本 金

:

:

:

:

:

:

:

:

大阪市西淀川区竹島2-6-10 

（本社/R&Dセンター/大阪工場/東京工場/東京支店/大阪営業所

/名古屋営業所/東京テストラボ/大阪テストラボ）

本 社 所 在 地

191人 （48名の期中平均臨時従業員含む）従 業 員 数

609百万円経 常 利 益

4,953百万円売 上 高

代表取締役会長兼社長 小嶋 成夫代 表 者

振動シミュレーションシステム及びメジャリングシステムの製造・販売
及びテスト＆ソリューションサービスの提供

事 業 概 要

1957年4月17日設 立

IMV株式会社 （英文社名：IMV CORPORATION）社 名
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沿革 ～会社更生法からの再建

組織・機構改革を行い、R&Dセンター、エンジニアリングサービス部、
テストラボﾞ事業部、海外事業部、新技術開発プロジェクトを設置

2 0 0 5 年 1 0 月

会社設立50周年2 0 0 7 年 4 月

ジャスダック証券取引所に上場2 0 0 5 年 7 月

大阪テストラボ開設2 0 0 5 年 6 月

日東精機㈱（現連結子会社）を100%子会社化1 9 9 4 年 9 月

株式会社国際機械振動研究所を設立1 9 5 7 年 4 月

本社・大阪工場を大阪市西淀川区に移転・統合2 0 0 5 年 5 月

国内初のテストラボ専用施設を完成 （東京工場敷地内）1 9 9 8 年 4 月

残3回の弁済計画を繰り上げ、会社更生手続きを終結1 9 8 5 年 7 月

会社更生法を大阪地裁へ申請

小嶋成夫（現社長）が更生管財人として自力再建を開始

1 9 7 4 年 1 0 月
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事業の概要と用途例 ～幅広い製品群

振動シミュレーションシステム

一般工業製品や建築土木構造物がその
ライフサイクルにおいて受けることが予想さ
れる振動環境を再現し、振動に対する耐
振性及び改良の必要性等を評価、判定
するための試験装置です。 振動以外の
環境因子との複合試験にも用途は拡大
しています。売上構成比：66.3％

メジャリングシステム

工業製品、設備機械、建築・土木構造
物などに発生している振動を監視し、デー
タとして収録後、解析処理する装置です。
設備機械の劣化診断、地震災害時の設
備緊急制御等に用いられます。電子部品
の環境信頼性を評価する新製品が好調
です。売上構成比：23.0％

テスト＆ソリューションサービス

設備や試験ノウハウを持たない顧客から
の振動試験委託及び解析要請を受け、
振動試験の受託やコンサルティング等を
実施しています。様々な顧客層のアウト
ソーシング需要の取り込みを図っており、
サイトの増設、サービスメニューの拡大に
取組んでいます。売上構成比：10.7％

小型携帯振動計 地震監視装置 環境信頼製評価システム

ロードシミュレーター オールウェザーシミュレーター ６自由度シミュレーター

テストラボ場内風景 多点制御試験設備 複合試験風景
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IMV

A社

B社

その他
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振動試験機

7,685

その他試験装置

4,192

温・湿度圧力試験機

26,879

その他計測器

49,209

材料試験装置

26,626

電気測定器

442,790

工業用計測制御機器

151,104

環境計測機器

28,636

環境試験装置

65,382

出典：日本試験機工業会／平成17年

出典：日本電気計測器工業会／平成17年

産業別販売先と市場規模 ～国内トップシェア

産業別販売先

10 .7%

1 .2%

1 .9%

6 .6%

22 .3%

57 .3%

0 .0% 20 .0% 40 .0% 60 .0%

その他

車両・車体

建設機器

航空・宇宙用機器

電気機器

車載機器

市場規模とシェア

出典：日本試験機工業会／平成17年
帝国データバンク資料,会社ホームページ

市場規模

737,121
百万円

トップシェア
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決算概要（数値実績）

（単位：百万円）

329

609

4,953

06/9期

実績

△ 147

△ 12

△135

増減額

414

700

5,703

06/9期

予想

△30.8%

△1.9%

△2.7%

増減率

△20.5%△85476当期純利益

△13.1%△91621経常利益

△13.2%△7505,088売上高

増減率増減額
05/9期
実績

4.00円

19.47円

4.00円

24.49円

＋0.25

△10.48

-

△5.02

＋6.7%

△ 35.0%

-

△20.5%

3.75円1株当たり配当金※

29.95円1株当たり利益※

191人

96

278

204

△3.4%△9288＋57.3%＋101176減価償却費

＋13.5%＋24180△90.8%△2,0072,212設備投資額

＋20

△33

185人

143

＋11.7%

△26.0%

＋3.2%＋ 6171人従業員数※

△33.0%△47129研究開発費

※従業員数には、期中平均臨時従業員数を含みます。
※2005年12月31日付で普通株式1株を2株に分割しており、当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の指標を表記しております。
※06/9期の配当金につきましては、2006年12月開催予定の定時株主総会において上記配当金を附議する予定です。
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決算概要（概況）

中間期に見られた顧客の設備投資案件処理や、高度化製品の仕様決
定長期化に起因する受注遅れの影響により、売上高目標を未達となるも、
受注残高の増加に見られるように、足元の状況は堅調。

海外への積極的な事業展開により、引き合い増加。特にロシアやインドな
どのBRICs圏に代表される新興国からの引き合い多数。

大阪テストラボの垂直立上げ成功。既存施設とのカニバリゼーション（共食
い現象）もなく、東京テストラボでも過去最高益を達成。

CSR強化の一環として、大阪地区の施設を対象にISO14001の認証を

取得。

新製品を投入した振動計測装置及び環境信頼性評価システムの好調に
より、メジャリングシステムの売上高が増加。ソリューション業務と製品販売と
の相乗効果も見られる。
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受注の状況 ～受注遅れ解消し、残高増加

受注高累計

576百万円増

受注遅れ
の解消

期末受注残高

316百万円増

受注高の推移 期末受注残高の推移
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振動シミュレーションシステム

3,281

568

237

1,185

1,289

06/9期

△ 10.7%△ 3933,674合計

△ 30.8%△ 252821その他・修理

△ 69.8%△ 549787ノーマル／多自由度

＋44.8%＋366818ノーマル／単軸

＋3.4%＋421,247オールウェザー
（単軸・多自由度含む）

増減率増減額05/9期

中間期に見られた顧客の設備投資案件処理や、高度化製品の仕様決定長期化に起因する受注遅
れの影響により、前期実績を下回る結果となりました。

振動以外の環境因子と同時に試験を行うことができるオールウェザーシミュレーションシステムが堅調に
推移しました。

標準製品の販売強化及び、航空宇宙関連産業への単軸大型シミュレーターの納入により、ノーマル／
単軸製品の売上が増加しました。

多自由度シミュレーションシステムについては、前年同期に大型特殊物件の計上があったことや、高度
化された製品の仕様決定に時間を要した影響により、売上が減少いたしました。

（単位：百万円）
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メジャリングシステム

1,141

110

106

238

169

166

350

06/9期

1,059

117

58

179

187

204

312

05/9期

＋83.3%＋48ソリューション業務

△18.7%△38振動監視装置

＋33.1%＋59環境信頼性評価ｼｽﾃﾑ

＋7.8%＋82合計

△5.7%△6その他・修理

△9.7%△18地震監視装置

＋12.1%＋37振動計測装置

増減率増減額
新製品投入やOEM供給製品（SKF社向け
1000台突破）の多言語化推進により振動計測
装置の売上が増加しました。

新製品の高電圧マイグレーションテスターの寄与
等により、環境信頼性評価システムの売上が増
加しました。

ソリューション部門とアフターサービス部門との統合
効果でソリューション業務が急成長いたしました。

前期にプラント向けの大型物件があった影響によ
り、監視装置が前期実績を下回りましたが、地
震計の新製品投入により改善傾向にあります。

（単位：百万円）
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テスト&ソリューションサービス

529

4

190

334

06/9期

354

4

31

318

05/9期

＋3.8%＋ 0子会社外部売上

＋49.4%＋175合計

＋502.8%＋159大阪テストラボ

＋5.0%＋15東京テストラボ

増減率増減額

鉄道関連大型試験品対応
多点シミュレーター3件の多点試験（複数の試験機を同時に用いて行な

う振動試験）を実施するなど大阪テストラボが着実に
成長しました。

東京テストラボが過去最高益を更新いたしました。

今期に増強した試験設備は以下の通りです。

【東京テストラボ】

・中型シミュレーションシステム 1台

【大阪テストラボ】
・オールウェザーシミュレーションシステム ３台
・中型シミュレーションシステム 2台

（単位：百万円）
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連結貸借対照表の概要

＋3591,6562,016固定負債＋15390244その他流動資産

＋236430667その他流動負債＋127573700棚卸資産

△5071,5611,053短期有利子負債＋4782,0032,481売上債権

＋2309941,224仕入債務△69568498現金預金

△402,9862,946流動負債＋6903,2353,925流動資産

＋573

△21

△40

△55

△117

増減額

7,223

2,260

4,962

413

1,602

06/9期末

負債・純資産合計

純資産合計

負債合計

その他固定負債

長期有利子負債

＋3194,64310767無形固定資産

△524652,7512,696有形固定資産

＋4111,1913,4143,297固定資産

＋5736,6496,6497,223資産合計

＋2542,006554533投資その他資産

増減額05/9期末05/9期末06/9期末

（単位：百万円）

資産の部 ：期末に売上が集中した影響で売上債権が増加したことにより、流動資産が増加しました。また、
設備投資実績よりも減価償却費が上回ったことや、固定資産除却により、固定資産が減少し
ました。

負債の部 ：短期借入金を社債に振り替えたことにより、流動負債が減少し、固定負債が増加しました。

純資産の部：未処分利益の増加により利益剰余金が増加しました。
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新製品・研究開発の動向

新製品

カードバイブロアドバンス
（平成17年11月発売）

地震ウォッチャー SW-72、SW-74
（平成18年2月発売）

マイグレーションテスター用
パルス印加ユニット PMU-100
（平成18年1月発売）

オールウェザーシミュレーター（電気炉複合）
（平成18年3月発売）
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新製品・研究開発の動向

その他、開発中の案件

・輸送振動耐久評価試験装置（特許出願中）

新たな試験手法に対応した試験装置を開発し特許化
することで、先駆者利益を独占します。

・高効率省エネアンプ

アンプの信頼性向上と効率化を図り、コスト面、環境面に優れた製品を追及します。

・インテリジェント・システム・マネジメント技術

省エネルギー運転機能、運転状況管理機能、メンテナンス情報管理機能等の新たな機能価値を付加し、
差別化されたシステムを実現します。

・次世代振動制御システム

当社の強みである振動制御技術をさらに高め、ユーザーフレンドリーな制御システムを構築します。

・標準製品の高度化

上記高度化対応技術を標準製品へフィードバックし、仕様面・コスト面での競争力を高めてまいります。

・高電圧マイグレーションテスター

特注品で培った独自技術を元に自動車産業のニーズに対応した高電圧マイグレーションの開発を進めます。
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次期の見通し（連結概要）

（単位：百万円）

463

711

5,850

07/9期

予想

＋133

＋102

＋896

増減額

＋40.5%

＋16.8%

＋18.1%

増減率

329当期純利益

609経常利益

4,953売上高

06/9期
実績

5.00円

27.34円

＋1.00

＋7.87

＋25.0%

＋40.4%

4.00円1株当たり配当金※

19.47円1株当たり利益※

213人

124

267

1,099

△3.9%△10278減価償却費

＋438.3%＋895204設備投資額

＋22

＋28

＋11.5%

＋29.8%

191人従業員数※

96研究開発費

※従業員数には、期中平均臨時従業員数を含みます。
※06/9期の配当金につきましては、2006年12月開催予定の定時株主総会において上記配当金を附議する予定です。

受注が遅れていた多自由度大型物件や海外売
上増加等を見込み、売上高は前期と比べ896
百万円増収の5,850百万円の見通しです。

新たな事業投資やブランドの再構築等の一過性
の費用を見込み、経常利益は前期と比べ102百
万円増益の711百万円の見通しです。

名古屋テストラボに営業所を統合することによる
土地売却益を見込み、当期利益は前期と比べ
133百万円増益の463百万円の見通しです。

名古屋テストラボのほかショールームの開設等を見
込み、設備投資額は前期と比べ895百万円増加
の1,099百万円の見通しです。

新入社員10人増、中途社員10人増の他、期中

臨時従業員の増加も見込み、従業員数は前期
と比べ22人増加の213人の見通しです。

通常配当4円に50周年記念特別配当1円を加え、
1株当たり配当金は前期より1円増加の5円の見

通しです。
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次期の見通し ～成長戦略

既存のアジア市場のみならず、欧米及びBRICs圏への積極展開

を行ないます。

多自由度シミュレーター

オールウェザーシミュレーター

標準振動シミュレーター

海外売上

地震計

イオンマイグレーションテスター

大阪テストラボ

乗り心地シミュレーターや多軸４
ポスター（ロードシミュレーター）な
どの多自由度シミュレーターの計
上を予定しています。

周辺事業領域への業容拡大に
より、オールウェザーシミュレーター
の売上増加とコスト削減を計画
しています。

高度化技術をフィードバックすることで、仕様面・コスト面でさらに競
争力の高い、標準振動シミュレーターの製品ラインナップを実現します。

（百万円）

地震計とイオンマイグレーションテスターの新製品投入による収益
貢献を見込んでおります。

試験設備への追加投資により、大阪テストラボの事業拡大を目
指します。

5,850

4,950
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50周年の取り組み（１）

事業投資の積極化

名古屋テストラボの開設
新技術開発プロジェクトの事業化
生産改革の断行

名古屋テストラボイメージ図
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50周年の取り組み（２）

コーポレートブランドの再構築

コーポレートロゴの刷新
コンセプトブックの製作
株主還元（記念配当）

従来のロゴデザイン 新ロゴデザイン
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50周年の取り組み（３）

販売促進戦略の見直し

代理店政策の活性化
ショールームの開設
IMVマイスタープログラム

５０周年記念キャンペーン

大阪ショールームイメージ図
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中期事業計画の修正について

数値目標を一部修正

基本戦略は変更しない

2006年９月期の業績が予想未達となった原因である受注遅れの影響に
鑑み、2008年９月期の売上高目標を67億円に修正いたします。当初目標
であった77億円については、2009年９月期の目標として再設定いたします。

また、株主還元の方針をより明確にするために、配当性向を15％以上と
する目標を、配当金を6円とする目標に変更いたします。

生産改革によるコストダウンや海外事業への更なる経営資源の投入等に
より、売上高対経常利益率及び輸出比率を15％以上とする目標は変更せ

ずに据え置きます。

基本戦略は変更せず、それを実現するための具体的な機能戦略・事業
戦略を一部見直すことで中期目標達成を目指し、総合環境シミュレーション
業界のリーディングカンパニーとして持続的な成長を実現してまいります。
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中期事業計画「PRESTO 2008」の概要

基本戦略

企業価値と認知度の向上

経営管理機能の強化とCSRの実践

分社化とグループ経営の推進 株主価値の向上

周辺事業領域の拡大と取り込み

PRESTO

全社戦略

M&Aへの積極的な取り組み

ノンコア事業における
社内分社化への挑戦

50周年を機に
コーポレートブランドを再構築

数値目標

67億円50億円売上高

6円3.75円配当金

15％以上7％輸出比率

15％以上12％経常利益率

08/9期05/9期
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中期事業計画実現への取り組み

人材育成
次世代経営者・管理職候補に対して
マネージメント教育を実施し、社内分
社化やM&A実施後のグループ経営に
対応できる人材を育成してまいります。

事業分野の拡大
事業領域の拡大を目指し、既存事業
周辺分野への進出を検討するとともに、
外部企業に対するM&Aの可能性を調
査してまいります。

グループ経営の推進
既存事業部門や新技術開発プロジェ
クトにより事業化された新規事業の中
から、社内分社化が可能な事業を選
択し、実現に向けた社内体制を構築し
てまいります。

組織の変革
生産機能と開発機能の分離や海外事
業部門の強化などを実施しました。今
後も計画実現のために柔軟に対応して
まいります。



ありがとうございました
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